
予備認定マンションの認定取得はお早めに

■予備認定マンションとは

■認定取得のメリット

■手続の流れ

新築分譲段階の管理計画（長期修繕計画案、原始管理規約等）について、（公財）マンション管理
センターから「予備認定」を受けたマンションをいいます。

「予備認定」を受けたマンションは 及び を利用できます。
とは、維持保全・維持管理に配慮した住宅や既存住宅の流通に資する住

宅を取得する場合に【フラット３５】の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

ご利用のための

事業施工者（分譲事業者）・管理会社（予定を含む）

③予備認定
通知書発行

マンション管理適正化推進センター
（（公財）マンション管理センター）

②適合確認

④ＨＰ公開

「予備認定マンション閲覧サイト」

（2026.4）

適合確認の審査には、申請から
１～２ヶ月程度の期間が必要と
なります。また、申請件数の状
況によってはより時間を要する
ことがありますので、時間に余
裕を持って申請ください。

①連名で申請

なお、フラット３５登録マンションへ登録いただく場合は、登録申請の際に、「予備認定通知書」
の写しを提出いただくと、フラット３５登録マンション検索サイトへ 及び

が利用可能である旨を表示することができます。

（フラット３５登録マンション検索結果画面イメージ）

予備認定を申請できるのは建築
確認済証取得後から管理規約の
効力が発生するまでとなります。

付与ポイント

Ｐ

金利引下げ幅はポイント数で決定します。詳細は、フラット３５サイトをご覧ください。
https://www.flat35.com/lp/19/seido202402/index.html

【フラット３５】について詳しくはこちら

https://www.flat35.comフラット３５ 検索

お電話でのお問合せ（カスタマーセンター）

0120 - 0860 - 35
お気軽にお電話ください。営業時間9:00~17:00(祝日、年末年始を除き、土日も
営業しています。)ご利用いただけない場合は、℡048-615-0420へ（有料）

【フラット３５】の適合証明申請時までに「予備認定通知書（写）」をご提出いただけない場合、
【フラット３５】維持保全型の金利引下げは適用されませんのでご注意ください。



●以下の☑チェックを忘れずに！

登録マンションにご登録いただいた
マンション事業者・設計事務所のみなさまへ

① 適合証明申請時に必要な添付書類（予備認定マンションの場合の追加添付書類）

●予備認定通知書（写）

② 適合証明申請書 記入上の注意点

のご利用には
に対応した適合証明書が必要です。
以下の手続を忘れずに行ってください！

[適新工第５号書式] 竣工現場検査申請書・適合証明申請書（新築住宅）

適合証明書付表 （第三面）［共同建て用］

予備認定マンションについて
詳細は（公財）マンション管理センターホームページを
ご確認ください。
https://www.mankan.or.jp/11_
managementplan/precert.html

取扱金融機関では、適合証明書で各種金利引下げ内容を確認します。

発行された適合証明書において上記の☑が漏れている場合、予備認定マンションであっても【フラット３５】

維持保全型の適用が受けられません。

①及び②の手続が漏れた結果、適合証明書の再取得となった事案が発生しています。

適合証明書を再取得する場合、別途費用や時間が必要となる場合があります。

問 い
合わせ

住宅金融支援機構 技術総合サポート部技術支援グループ

☎ 03-5800-8418 ＜営業時間＞平日 9：00～17：00 （祝日・年末年始を除きます）

新築分譲
マンション

予備認定
マンション

【フラット３５】維持保全型について
ご利用に当たっては、所定の基準を満たす必要があります。
基準の詳細は、フラット３５サイトをご確認ください。
https://www.flat35.com/loan/lineup/
ijihozen/index.html

チェック！
表２を使用している場合
は、こちらのチェックも
お忘れなく！

✔


